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適切ながん・生殖医療の実践に向けて
・意思決定支援の重要性
・地域ネットワークの機能とsustainability



患者

がん治療施設

不妊治療施設

患者は、
がん告知から間もないタイミングで、同時に多発する問題を理解し、
短時間に、不確実性の中で自己決定をいくつもしなくてはならない。

奈良和子「がん・生殖医療 妊孕性温存の診療」(医歯薬出版)
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対象

がん診療を最優先とした、生殖機能に関する支援
＝がん治療医、生殖医療医それぞれの専門的な情報共有による支援が重要！！！

自分の気持ちは？？
今、将来、・・・

本当に
大丈夫
なの？

本当に
必要？

情報・経験
がん （+++）
生殖 （ー）

情報・経験
がん （ー）
生殖 （+++）

意思決定支援に必要な情報

がん （+++）
生殖 （+++）



患者の十分に理解による
最善で後悔のない妊孕性温存の自己決定から

最適ながん治療に繋げるために

がん診療、生殖医療双方の観点、
さらに看護、心理的な支援の提供

多様ながん種、多様な病状（進行期、全身状態など）、多様なニーズ
・妊孕性温存の必要性がないがん患者もいる。
・妊孕性温存が妥当ではないがん患者もいる。
・妊孕性温存に消極的な患者もいる。

患者の 挙児希望 ＆ 十分な理解を大前提とした
多職種の連携による

適切なタイミングで正確な情報提供と意思決定支援
＋ 妊孕性温存断念症例に対しても総合的な支援

→がん・生殖医療ネットワーク



一般的な医療連携

かかりつけ医
診療所

高次医療機関
専門医療施設

eg. がん治療施設
ART実施施設等

妊孕性温存に関する
医療連携の特殊性

初期診断・
一般治療

高度診断・
集学的治療
特殊診療など

外来フォロー
慢性期管理
健診等



妊孕性温存に関する
医療連携の特殊性

がん・生殖医療ネットワーク

がん等診療施設 妊孕性温存施設

専門施設同士の医療連携

原疾患治療に伴う
生殖機能低下 妊孕性温存や

将来の挙児の
不確実性妊孕性温存の

がん治療への影響

がん診療
生殖医療
双方による

意思決定支援がより重要



竹中ら：がんと化学療法誌47巻(12); 1691-1696, 2020年

地域ネットワーク構築の阻害要因として
・ノウハウがない
・イニシアチブをとる機関がない
・マンパワーの不足
・予算不足 地域ネットワーク構築の主導を期待するのは？

・都道府県行政
・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会
・都道府県がん診療連携拠点病院

令和元年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA 世代がん患者の妊孕性温存治療の生殖医療ネットワークを全国的に均て ん化するための研究(19EA1015)

『地域がん・生殖医療ネットワーク構築を考える会』 2020年1月24日、2月5日

対象：2019年末までに未整備地域24箇所の行政、がん診療、生殖医療の３者
ネットワーク構築に向けたワークショップによる課題抽出

1) 行政と連携したネットワークシステム
＝がん診療連携拠点病院の機能のひとつに

2) ネットワーク間の相互支援
=Oncofertility Consortium Japan



小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業

〈対応方針〉
○都道府県でがん・生殖医療の連携ネットワーク体制（※）が構築されていることを要件とする。

３．実施医療機関の要件について （１）がん等の治療と生殖医療の連携体制

#1 ネットワークの構成として必要なもの？
#2 ネットワークの役割とは？
#3 持続可能性のために必要なこと？
#4 ネットワークの機能の均てん化に必要なことは？

がん・生殖医療ネットワークとは？

地域ネットワークの
定義、機能の明確化、設立要件の策定を検討

地域ネットワーク間の相互支援体制の構築



Network-A Network-B Network-C

予後
有効性
安全性
管理状況等

情報提供施設

妊孕性温存施設
症例登録

資材・情報(ノウハウ、問題点、システムなど）

の共有

地域ネットワークの
・運営支援
・質的均てん化と向上
・新規発足支援

JOFR(登録)

ART登録

がん治療施設

Oncofertility Consortium Japan：地域NWの組織・機能の持続可能性のために



2021年8月末に47都道府県がアップ完了（準備中13県）
j-sfp.org



共有可能な地域ネットワーク独自の資材の例

岐阜 山口

沖縄秋田



小児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業

〈対応方針〉
○都道府県でがん・生殖医療の連携ネットワーク体制（※）が構築されていることを要件とする。

３．実施医療機関の要件について （１）がん等の治療と生殖医療の連携体制

#1 ネットワークの構成として必要なもの？
#2 ネットワークの役割とは？
#3 持続可能性のために必要なこと？
#4 ネットワークの機能の均てん化に必要なことは？

がん・生殖医療ネットワークとは？

地域ネットワークの
定義、機能の明確化、設立要件の策定を検討

地域ネットワーク間の相互支援体制の構築



「地域がん・生殖医療ネットワークの要件」に関する研究班の考え方に関して

2020年〜2021年

「〜要件案ver.1」作成

全国の行政、がん、生殖医療の窓口
（窓口未定の場合は各地域に打診）へ意見調査

回答数 地域

回
答
者
数

全回答 83

がん診療医 24 18

生殖医療医 33 32 2名がんと重複

行政担当 33 33 1名がんと重複

Ver1
がん診療医の回答は、ほとんどの項目で「可」が高かった。

Ver2
一方、項目

「〜要件に関する研究班の考え方（要件案ver.2）」
作成

全国の行政に調査票送付
行政、がん、生殖医療の窓口からの回答依頼

回答数 地域

回
答
者
数

全回答 107

がん診療医 36 25 4県が複数回答

生殖医療医 31 29 2県、1道が複数回答

行政担当 40 40

「〜要件に関する研究班の考え方（最終案）」
作成

文言の整理等
「〜要件に関する研究班の考え方（最終版）」

作成



厚生労働科学研究(19EA1015)
がん・生殖医療連携ネットワークの全国展開と小児・AYA 世代がん患者に対する
妊孕性温存の診療体制の均てん化にむけた臨床研究―がん医療の充実を志向して
研究1 本邦における小児・AYA 世代がん患者の生殖機能に関する

がん・生殖医療連携体制の拡充と機能維持に向けた研究：古井辰郎、鈴木直

ネットワーク要件に関する研究班としての考え方
地域がん・生殖医療ネットワークの構成と機能に関する研究班の基本的考え

https://www.mhlw.go.jp/content/
10901000/000911288.pdf
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